
○高山市空家等の適切な管理及び活用の推進に関する条例

（目的）

第１条 この条例は、空家等の適切な管理及び活用の推進に関し、市、所有者等、事業者及び市民

等の責務を明らかにするとともに、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１

２７号。以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定め、空家等に関する施策を推進する

ことにより、空家等の発生の予防、生活環境の保全を図り、もって良好な住環境の形成、景観の

保全に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 空家等 法第２条第１項に規定する空家等をいう。

(2) 所有者等 空家等の所有者又は管理者をいう。

(3) 事業者 不動産業、建設業その他の空家等の管理及び活用に関連する事業を行う者をい

う。

(4) 市民等 市内に在住、在勤又は在学する個人並びに市内に事務所又は事業所を有する個人

及び法人その他の団体をいう。

(5) 特定空家等 法第２条第２項に規定する特定空家等をいう。

(6) 管理不全空家等 法第１３条第１項に規定する管理不全空家等をいう。

（令５条例３９・一部改正）

（市の責務）

第３条 市は、空家等の適切な管理及び活用の推進に関し、空家等に関する施策を総合的かつ計画

的に実施するものとする。



（所有者等の責務）

第４条 所有者等は、空家等が周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、自らの責任において適

切に管理するよう努めるとともに、市が実施する空家等に関する施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。

（令５条例３９・一部改正）

（事業者の責務）

第５条 事業者は、空家等の適切な管理及び活用に努めるものとする。

（市民等の責務）

第６条 市民等は、適切な管理が行われていない空家等の情報の市への提供に努めるものとする。

（特定空家等及び管理不全空家等の認定）

第７条 市⾧は、空家等が適切に管理されず、特定空家等又は管理不全空家等の状態にあると認め

るときは、当該空家等を特定空家等又は管理不全空家等に認定することができる。

２ 市⾧は、前項の規定による認定をしようとする場合においては、あらかじめ高山市特定空家等

審査会に諮問しなければならない。

（令５条例３９・一部改正）

（特定空家等審査会）

第８条 特定空家等及び管理不全空家等に関する必要な措置を適切に行うため、高山市特定空家等

審査会（以下「審査会」という。）を設置する。

２ 審査会は、委員６人以内で組織する。

３ 委員は、学識経験を有する者その他市⾧が必要と認める者のうちから、市⾧が委嘱する。

４ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間



とする。

５ 審査会は、審査を行うため必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させて、説明又は

意見を聴くことができる。

６ 前各項に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

（令５条例３９・一部改正）

（管理不全空家等の所有者等に対する措置）

第９条 市⾧は、法第１３条第１項の規定により、管理不全空家等の所有者等に対し、基本指針

（法第６条第２項第３号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等が特定

空家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとるよう指導をすることができ

る。

２ 市⾧は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態が改善さ

れず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認めるときは、法

第１３条第２項の規定により、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理

不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置につい

て勧告することができる。

（令５条例３９・追加）

（特定空家等に対する措置）

第１０条 市⾧は、特定空家等の所有者等に対し、法第２２条第１項の規定により、当該特定空家

等に関する管理不全な状態を解消するために必要な措置をとるよう助言又は指導をすることがで

きる。

２ 市⾧は、前項の助言又は指導をした特定空家等の状態が改善されないと認められるときは、当

該特定空家等の所有者等に対し、法第２２条第２項の規定による勧告、法第２２条第３項の規定



による命令又は法第２２条第９項若しくは第１０項の規定による代執行その他の必要な措置を行

うことができる。

３ 市⾧は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態にある等当該

特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必

要な措置をとる必要があると認めるときで、法第２２条第３項から第８項までの規定により当該

措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当該特定空家等に係

る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実施者に行わせることができる。

（令５条例３９・旧第９条繰下・一部改正）

（連携）

第１１条 市、所有者等、事業者及び市民等は、この条例の目的を達成するため、相互にその果た

す役割を理解し、連携して取り組むものとする。

２ 市⾧は、空家等に関する施策の実施に関し、必要があると認めるときは、市の区域を管轄する

警察その他の関係機関に空家等に関する情報を提供し、連携して取り組むものとする。

（令５条例３９・旧第１０条繰下）

（委任）

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

（令５条例３９・旧第１１条繰下）

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。

（高山市各種委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）



２ 高山市各種委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３６年高山市条例第５号）の一部を

次のように改正する。

附 則（令和６年３月２７日条例第３９号）

この条例は、公布の日から施行する。


